
〒100－0005 東京都千代田区丸の内2－2－2（丸の内三井ビル）
TEL.（03）3213－6811 http://www.tomoku.co.jp

決 算 期

定 時 株 主 総 会

基 準 日

配当金支払株主
確 定 日

名義書換代理人

同事務取扱場所

連 絡 先

同 取 次 所

公 告 掲 載 新 聞

３月31日

６月中

３月31日
その他必要ある場合はあらかじめ公告いたし
ます。

利益配当金につきましては３月31日、中間配
当金の支払いを行う場合は９月30日といたし
ます。

東京都千代田区永田町二丁目11番１号
三菱信託銀行株式会社

東京都千代田区永田町二丁目11番１号
三菱信託銀行株式会社証券代行部

東京都豊島区西池袋一丁目７番７号（〒171－8508）
三菱信託銀行株式会社証券代行部
電話（03）5391－1900（代表）

三菱信託銀行株式会社全国各支店

日本経済新聞

株主メモ

〈お知らせ〉
１．平成13年10月１日施行の改正商法により従来の「１単位の株
式の数1,000株」は「１単元の株式の数1,000株」となりました。
なお、単元未満株式（１株～999株）の買取請求手続きは従
来と同様です。

２．住所変更、配当金振込指定・変更、単元未満株式買取請求に
必要な各用紙、および株式の相続手続依頼書のご請求は、名
義書換代理人のフリーダイヤル0120－86－4490で24時間承っ
ておりますので、ご利用ください。

３．配当金を郵便貯金口座へお振込みすることができます。お手
続きには振込指定書のご提出が必要ですので名義書換代理人
に指定書用紙をご請求ください。

中間事業報告書
第64期

（平成14年4月1日～平成14年9月30日）

中間事業報告書

（注）上記名義書換代理人住所および同事務取扱場所は、平成15年５月６日に次
の場所へ移転いたします。
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
（なお、名義書換代理人連絡先の住所および電話番号は変更ございません。）
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株主の皆様へ

営業の概況

株主の皆様には、ますますご清栄のことと

お慶び申し上げます。

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し

上げます。

さて、ここに当社第64期上半期（平成14年

４月１日から平成14年９月30日まで）の営業

の概況と中間決算につきましてご報告申し上

げます。

株主の皆様におかれましては、今後とも一

層のご支援とご理解を賜りますようお願い申

し上げます。

平成14年12月

取締役社長　斎藤 英男

当上半期は日本経済の長引くデフレ基調

に加え、米国経済の減速から世界的な株安

が進み、景気全体は引続き弱含みで推移い

たしました。

段ボール業界におきましては、昨年末よ

り主原料の原紙価格が大幅に上昇し、原料

高・製品安の厳しい状況が続きました。需

要面では飲料分野等は引続き好調を維持し

たものの、ＢＳＥ問題関連の事件等から一

部の加工食品分野が落ち込み、電器・機械

器具分野もＩＴ不況や生産拠点の海外移転

により大きく前年を下回りましたが、全体

としては前年並に推移いたしました。

その中で段ボール事業部門では販売体制

を強化し、新規顧客開拓を始めとする営業

拡大に全社をあげて取り組んだ結果、販売

量は前年同期比1.9％の増加を達成できま

した。一方原料高に対応して製品価格の値

上げに取り組みましたが、市況の回復が遅

れ売上高は前年同期比4.7％減となりまし

た。

かかる経営環境の悪化に対し、品質と生

産性向上のための投資を積極的に行い、労

務費を中心にコスト削減を先行して実施し

てまいりました。特に生産性向上では、オ

ペレーター１人で運転可能な、自動抜きず

れ防止機能とオートスタッキング機能を装

備した最新式のオート・プラテンを同業他

社に先駆けて開発し、５月に館林工場に導

入いたしました。また品質面からも昨年末

に当社独自技術による自動紙片・紙粉除去

装置を開発し、現在主力工場に順次導入中

でありますが、すでにお客様からも高い評

価をいただいております。

海外におきましては、米国サウスランド

ボックス社のコルゲーターの入替えを行

い、生産能力の増強を図り、当上半期の同

社の生産・販売は共に前年同期比25％の増

加となりました。また中国においては、台

湾最大の板紙・段ボールメーカーである正

隆股 有限公司と三菱商事株式会社との合

弁で、上海に段ボール事業会社（上海中豪

紙品加工有限公司）を設立し、10月から本

格稼動いたしました。研究所（埼玉県岩槻市）
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紙器事業部門では、昨年度不採算取引の

見直し等販売の質的改善を図り、当上半期

は新規顧客の拡大に努めた結果、販売量は

前年同期比5.2％の増加に転じ、また間接

人員の合理化等のコスト削減効果も寄与

し、収益は大幅に改善いたしました。

住宅事業部門では、都心回帰の風潮の中

で戸建からマンションへ需要がシフトする

等、戸建住宅業界全体として苦戦を強いら

れておりますが、スウェーデンハウスは輸

入住宅の分野で永年にわたって差別化を追

求し、ブランドイメージが浸透してきたこ

とを背景に健闘を続けており、当上半期の

部材売上棟数は前期末の受注繰越残が寄与

し前年同期比15.6％の増加となりました。

以上の結果、当上半期の売上高は328億

21百万円（前年同期比2.2％減）、経常利益

は５億69百万円（同63.5％減）、中間利益

は１億88百万円（同70.7％減）となりまし

た。

また、下半期につきましては引続き厳し

い経営環境が見込まれますが、製品価格の

是正による収益改善と共に更なる内部コス

ト削減に努め、収益確保に万全を期する所

存でございます。

なお、通期では製品価格の是正等の進捗

により売上高640億円、経常利益15億円、

当期利益６億円を見込んでおります。

以上ご報告の通りでございますが、中間

配当金につきましては１株につき３円とさ

せていただきます。

スウェーデンハウス

トーモク ネットワーク（平成14年9月30日現在）

¶ 上海中豪紙品加工有限公司 
　 （上海） 

° 小牧工場 

ï 札幌工場 

§ サウスランドボックス社 
（ロサンゼルス）         

ù 千葉（紙器）工場 
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＜国内＞ 
　 本社（東京） ï 札幌工場　ñ 青森工場　ó 山形工場　　　　　ò 新潟工場　ô 仙台工場 
ö 岩槻工場・中央研究所　　 õ 館林工場　ú トモプレスト工場　ù 千葉工場　û 横浜工場 
ü 清水工場　　　　　　　　 † 浜松工場　° 小牧工場　　　　　¢ 大阪工場　£ 九州工場 
＜海外＞ 
§ サウスランドボックス社　 • トーモクヒュース社　　　　　　 ¶ 上海中豪紙品加工有限公司 

ú 
õ 

• トーモクヒュース社 
　（スウェーデン） 

トモプレスト工場
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中間貸借対照表 中間損益計算書

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現金及び預金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

棚 卸 資 産

その他流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

機械及び装置

土 地

その他有形固定資産

無形固定資産

投 資 等

投資有価証券

長 期 貸 付 金

その他投資等

貸 倒 引 当 金

66,848

26,862

1,969

6,817

13,018

118

2,757

2,248

△ 67

39,986

26,765

9,489

9,078

7,534

661

103

13,117

6,382

3,622

3,278

△ 166

65,086

25,278

2,063

5,710

12,062

―

2,963

2,519

△ 41

39,807

26,251

8,926

8,723

7,723

878

95

13,460

6,757

3,359

3,546

△ 203

64,562

25,119

3,933

5,252

10,552

―

2,804

2,633

△ 56

39,442

26,324

9,025

8,887

7,764

646

99

13,019

6,284

3,287

3,617

△ 170

期　別

科　目

（負　債　の　部）

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

1年以内償還予定社債

未払法人税等

引 当 金

その他流動負債

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

退職給付引当金

その他固定負債

（資　本　の　部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

中間（当期）未処分利益

（うち中間（当期）利益）

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

（単位：百万円）

66,848 65,086 64,562

35,902

17,383

378

4,599

3,540

5,000

783

570

2,512

18,518

―

13,900

4,560

57

30,946

13,669

11,138

11,138

6,163

1,364

3,595

1,203

（641）

△ 24

―

66,848

34,641

16,348

367

4,944

8,330

―

241

540

1,925

18,293

5,000

8,800

4,441

51

30,444

13,669

11,138

11,138

5,968

1,364

3,546

1,057

（188）

△ 55

△ 277

65,086

33,972

21,132

312

4,427

7,010

5,000

1,420

550

2,413

12,839

―

8,300

4,487

51

30,589

13,669

11,138

11,138

6,081

1,364

3,595

1,120

（849）

△ 25

△ 274

64,562資 産 合 計 負債・資本合計

前中間期
平成13年
９月30日現在

当中間期
平成14年

９月30日現在

前　　期
平成14年
３月31日現在

期　別

科　目

前中間期
平成13年
９月30日現在

当中間期
平成14年

９月30日現在

前　　期
平成14年
３月31日現在

（注） 前中間期 当中間期 前　　期
１．有形固定資産の減価償却累計額 39,830百万円 41,744百万円 40,792百万円
２．受取手形割引高 200百万円 200百万円 300百万円

（注）中間財務諸表等規則の改正に伴い、中間貸借対照表の資本の部の表示につきましては、前中間期及び前期
とも改正後の科目により表示しております。

（ ）（ ）（ ） （ ）（ ）（ ） 科　　　　　　　　目
当 中 間 期
平成14年４月１日から
平成14年９月30日まで

前 中 間 期
平成13年４月１日から
平成13年９月30日まで

（単位：百万円）

営 業 収 益

売 上 高

営 業 費 用

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息及び受取配当金

そ の 他 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税引前中間（当期）利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間（当期）利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

中間（当期）未処分利益

前 　 　 期
平成13年４月１日から
平成14年３月31日まで

33,564

33,564

31,974

27,449

4,525

1,589

238

227

11

271

229

41

1,557

―

348

1,208

820

△ 253

641

561

―

1,203

32,821

32,821

32,184

27,879

4,305

637

238

213

25

306

213

92

569

78

181

467

170

108

188

868

―

1,057

63,996

63,996

61,237

52,481

8,756

2,758

426

344

82

472

449

22

2,713

22

883

1,851

1,690

△ 687

849

561

290

1,120

営

業

損

益

の

部

営
業
外
損
益
の
部

の
　
　
部

特
別
損
益

経

常

損

益

の

部

（ ）（ ）（ ）
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中間連結貸借対照表 中間連結損益計算書

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

棚 卸 資 産

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

長 期 貸 付 金

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

（負　債　の　部）

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

1年以内償還予定社債

未払法人税等

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

繰延税金負債

退職給付引当金

そ の 他

（少数株主持分）

少数株主持分

（資　本　の　部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

自 己 株 式

112,886

53,810

7,664

25,625

127

15,294

3,284

1,985

△ 172

59,076

45,877

15,384

11,816

15,264

386

3,024

391

12,806

6,012

1,296

2,001

3,933

△ 436

112,886

109,883

50,946

7,693

22,466

―

14,541

3,775

2,579

△ 109

58,937

45,762

14,830

12,423

15,218

53

3,235

328

12,846

6,256

944

2,293

3,724

△ 373

109,883

110,284

51,029

13,215

21,143

8

11,839

2,888

2,085

△ 151

59,254

46,271

14,976

12,568

15,298

410

3,017

352

12,630

5,969

980

2,217

3,779

△ 316

110,284 112,886 109,883負債・少数株主
持分及び資本合計資 産 合 計

83,372

51,054

13,852

20,915

5,000

914

1,545

8,826

32,317

―

23,778

483

5,378

2,677

1,201

28,312

13,669

11,138

4,171

10

△ 122

△ 553

80,276

49,295

13,847

24,868

―

435

1,480

8,663

30,981

5,000

17,504

379

5,481

2,615

1,087

28,519

13,669

11,138

4,182

△ 25

△ 24

△ 422

110,284

79,438

54,227

14,512

24,588

5,000

2,034

1,427

6,664

25,210

―

16,772

377

5,425

2,634

1,899

28,946

13,669

11,138

4,694

13

△ 2

△ 566

（注） 前中間期 当中間期 前　　期
１．有形固定資産の減価償却累計額 49,673百万円 52,286百万円 50,996百万円
２．担保に供している資産 18,130百万円 18,493百万円 17,781百万円
３．保証債務 1,505百万円 1,471百万円 2,615百万円
４．受取手形割引高 200百万円 200百万円 300百万円

期　別

科　目

（単位：百万円） （単位：百万円）

前中間期
平成13年
９月30日現在

当中間期
平成14年

９月30日現在

前　　期
平成14年
３月31日現在

期　別

科　目

前中間期
平成13年
９月30日現在

当中間期
平成14年

９月30日現在

前　　期
平成14年
３月31日現在（ ）（ ）（ ） （ ）（ ）（ ）

期　別

科　目
売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

営 業 利 益
営 業 外 収 益

受 取 利 息
受 取 配 当 金
持分法による投資利益
雑 収 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 損 失
経 常 利 益

特 別 利 益
特 別 損 失
税金等調整前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

67,513
54,383
13,130
12,403
726
523
117
48
216
140
617
491
126
632
―
451
180
846

△ 881
△ 376

591

63,077
52,038
11,038
11,874
△ 836

493
109
41
283
58
574
460
114

△ 917
88
562

△1,391
346

△ 937
△ 592
△ 208

140,535
111,604
28,931
23,750
5,181
692
206
86
126
272
1,046
954
92

4,827
135
1,846
3,117
2,316

△ 847
243
1,405

当 中 間 期
平成14年４月１日から
平成14年９月30日まで

前 中 間 期
平成13年４月１日から
平成13年９月30日まで

前 　 　 期
平成13年４月１日から
平成14年３月31日まで

（単位：百万円）

期　別

科　目

当 中 間 期
平成14年４月１日から
平成14年９月30日まで

前 中 間 期
平成13年４月１日から
平成13年９月30日まで

前 　 　 期
平成13年４月１日から
平成14年３月31日まで

（ ）

（ ）（ ）（ ）

（ ）（ ）

中間連結剰余金計算書

（資本剰余金の部）
資本剰余金期首残高
資本剰余金中間期末（期末）残高

（利益剰余金の部）
利益剰余金期首残高
利益剰余金増加高

中 間（当期）純 利 益
利益剰余金減少高

配 当 金
役 員 賞 与
中 間 純 損 失

利益剰余金中間期末（期末）残高
（注）１．連結子会社は、スウェーデンハウスñ、北洋交易ñ、トーウンサービスñなど８社、持分法適用会社

は、ñ日本キャンパックなど４社であります。
２．中間連結財務諸表規則の改正に伴い、中間連結貸借対照表の資本の部及び中間連結剰余金計算書の表
示につきましては、前中間期及び前期とも改正後の科目により表示しております。

11,138
11,138

3,888
591
591
309
290
18
―

4,171

11,138
11,138

4,694
―
―
512
286
17
208
4,182

11,138
11,138

3,888
1,405
1,405
599
580
18
―

4,694
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会社の概要（平成14年９月30日現在）

本　　社
東京都千代田区丸の内二丁目２番２号

設　　立
昭和24年５月27日

資 本 金
136億6,987万円

従業員数
787名

主な事業内容
A段ボールシートおよび段ボールケース
等包装資材の製造・販売。

Bスウェーデンハウス株式会社と連携し
た輸入住宅の設計、営業活動とこれに
伴う住宅部材および関連商品の販売。

主な事業所
研　究　所
埼玉県岩槻市鹿室839番地

工　　　場
館林（群馬県館林市） 岩槻（埼玉県岩槻市）
横浜（神奈川県横浜市） 札幌（北海道小樽市）
大阪（大阪府門真市） 小牧（愛知県小牧市）
九州（佐賀県基山町） 清水（静岡県清水市）
浜松（静岡県浜松市） 青森（青森県青森市）
新潟（新潟県聖籠町） 山形（山形県山形市）
仙台（宮城県岩沼市） 千葉（千葉県長南町）
トモプレスト（群馬県明和町）

住宅展示場　北海道地区　12ヵ所
仙 台 地 区　５ヵ所
関 東 地 区　43ヵ所
名古屋地区　10ヵ所
関 西 地 区　７ヵ所
九 州 地 区　３ヵ所
合　　　計　80ヵ所

役員（平成14年９月30日現在）

取 締 役 社 長

専 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

斎 藤 英 男

近 藤 征 夫

安 達 昌 幸

小　川　　　勝

小 西 京 治

岡 田 正 人

平 松 　 修

新 田 治 郎

内 野 　 貢

廣 瀬 正 二

小 池 紀 彦

清 水 義 英

八 木 一 郎

澤　田　達　樹

株式の状況（平成14年９月30日現在）

●会社が発行する株式の総数 290,098,000株

●発行済株式総数 96,707,842株

●株主数 9,208名

●大株主

北 海 製 罐 株 式 会 社

三 菱 商 事 株 式 会 社

株式会社みずほコーポレート銀行

丸 紅 株 式 会 社

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社

中央三井信託銀行株式会社

日本トラスティ・サービス
信 託 銀 行 株 式 会 社 信 託 口

16,922

7,435

3,748

3,118

2,596

2,403

2,321

千株 17.50

7.69

3.88

3.22

2.69

2.48

2.40

％

所 有 株 式 数株 主 名
発行済株式総数
に対する割合

■所有者別株式分布状況 ■所有株数別株式分布状況 

事業会社・その他法人 
39.44％ 

個人・その他 
28.84％ 

金融機関 
30.78％ 

証券会社 
0.22％ 

外国法人等 
0.72％ 

  1単元以上 
10単元未満 
15.03％ 

  10単元以上 
100単元未満 
11.16％ 

5,000単元以上 
25.19％ 

1単元未満 
0.52％ 

   100単元以上 
1,000単元未満 
12.44％ 

1,000単元以上 
5,000単元未満 
35.66％ 

（注）平成14年９月30日付をもって監査役八木一郎
氏は辞任いたしました。


